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2024年８月 22日 

各 位 

会 社 名  株 式 会 社 売 れ る ネ ッ ト 広 告 社 

代 表 者 名  代 表 取 締 役 社 長 C E O  加藤公一レオ 

（コード番号：9235 東証グロース） 

問 合 せ 先  取 締 役 C F O  植 木 原 宗 平 

  （TEL 092-834-5520） 
 

 

株式会社 JCNTの全株式の取得（完全子会社化）に関する株式譲渡契約締結のお知らせ 

 

    

 

株式会社売れるネット広告社（本社：福岡県福岡市、代表取締役社長 CEO：加藤公一レオ、東証グロース市

場：証券コード 9235、以下 売れるネット広告社）は、2024年８月 22日開催の取締役会において、海外・国

内 Wi-Fi を中心に BtoB に特化した通信機器レンタル事業（海外及び国内）を行う「株式会社 JCNT」(以下 

「JCNT」)の全株式を取得し、完全子会社化することについて決議いたしましたので、下記のとおりお知らせ

いたします。 

なお、JCNT を子会社化することに伴い、同社の子会社である「ジーアイエヌ株式会社」（以下「ジーアイエ

ヌ」）が当社の孫会社となっております。なお、ジーアイエヌについては代表取締役社長が同一の関連会社で

ありましたが、取引の多くが JCNT であることを鑑み、今回の契約締結に併せて株式会社ジーアイエヌの株主

であった代表取締役の松本崇氏から株式会社 JCNT に株式譲渡を行い、株式会社ジーアイエヌを株式会社 JCNT

の子会社とするための登記を申請中でございます。 

 

１．株式の取得の理由 

 当社は、創業以来健康食品・化粧品業界を中心とした D2C(ネット通販)事業者向けにクラウドサービス及び

マーケティング支援サービスを提供し、D2C(ネット通販)事業者が当社サービスを活用し、ネット広告の費用

対効果を改善し業績を拡大することを目的として事業を展開しておりますが、今後の当社成長のためには「事

業の多角化」及び「ノウハウの拡充」が重要と考えており、今回の株式取得の目的は「情報通信サービス事

業」への進出による「事業の多角化」を実現することでございます。 

 

この度株式譲渡契約を締結いたします「JCNT」は「Transfone」という屋号のもと「海外・国内 Wi-Fi を中

心とした BtoBに特化した通信機器レンタル事業（海外及び国内）」を行っており、現在世界 150カ国のビジネ

スシーンで利用可能なサービスを提供しております。2003 年の創業以来 20 年以上の実績を有し、現在では世

界 20 カ国以上・30 社以上の海外電話会社回線を保有するなど、高い信頼性を確保しており、東京証券取引所

プライム市場上場企業、中央省庁、学校との取引やオリンピック選考会等での利用実績もあるサービスが主力

事業でございます。「株式会社 JCNT」の直前事業年度における経営成績は『売上高：７億 6,000 万円・営業

利益 3,300 万円』です。 
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 海外・国内 Wi-Fi 市場規模については、コロナ禍で一時的な減少はあったものの、2023 年の訪日外国人旅

行者(インバウンド)は 2,506 万人、日本から海外への渡航者(アウトバウンド)は 962 万人となり、2024 年以

降も回復が予測されております。また、訪日外国人旅行者(インバウンド)については 2030 年の政府目標は年

間 6,000万人とされる等の背景から、市場規模は引き続き拡大していくものと考えられます。 

 

 当社は創業以来 D2C(ネット通販)事業者向けのダイレクトマーケティング領域の支援を行ってまいりました

が、2024 年２月に実施いたしました株式取得や子会社の設立等により、D2C(ネット通販)以外の分野の幅広い

領域のクライアントのダイレクトマーケティング領域の課題解決に取り組む体制構築を進めております。今回

の株式取得により、「JCNT」の情報通信サービスをご利用頂いている多くのクライアントの皆様に、当社が創

業以来培ってきたダイレクトマーケティング領域における課題解決に関するサービスを提供することも可能に

なると考えております。 

 

 今回の株式取得及び子会社化により、「情報通信サービス事業」へ参入し、事業の多角化」及び「ノウハウ

の拡充」を進め、より強固な企業体質を構築し、さらなる成長を目指してまいります。 

 

２．異動する子会社（JCNT）の概要 (2024年８月 22日現在) 

（１） 名 称 株式会社 JCNT 

（２） 所 在 地 東京都千代田区神田紺屋町８番地２号 

（３） 代表者の役職・氏名 松本崇 

（４） 事 業 内 容 通信情報機器レンタル、通信事業のコンサルティングサービス 

（５） 資 本 金 20,000,000円（資本準備金含む） 

（６） 設 立 年 月 2003年３月 25日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社グラシアス：100% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 なし 

人 的 関 係 なし 

取 引 関 係 なし 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決 算 期 2021年 12月期 2022年 12月期 2023年 12月期 

 純 資 産 ▲28百万円 ３百万円 32百万円 

 総 資 産 488百万円 508百万円 507百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 ▲71,202円 9,576円 80,234円 

 売 上 高 482百万円 729百万円 768百万円 

 営 業 利 益 13百万円 55百万円 33百万円 

 経 常 利 益 10百万円 50百万円 28百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ▲128千円 80千円 70千円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 0円 0円 0円 

※税務申告書を基に作成しております。 
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３．異動する孫会社（ジーアイエヌ）の概要 (2024年８月 22日現在) 

（１） 名 称 ジーアイエヌ株式会社 

（２） 所 在 地 千葉県千葉市中央区中央四丁目８番７号グランデ千葉県庁前ビル２Ｆ 

（３） 代表者の役職・氏名 松本崇 

（４） 事 業 内 容 通信情報機器関連サービス（キッティングサービス等） 

（５） 資 本 金 1,000,000円（資本準備金含む） 

（６） 設 立 年 月 2022年５月２日 

（７） 大株主及び持株比率 株式会社 JCNT：100% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 なし 

人 的 関 係 なし 

取 引 関 係 なし 

（９） 当該会社の最近２年間の経営成績及び財政状態 

決 算 期 2023年３月期 2024年３月期  

 純 資 産 １百万円 １百万円  

 総 資 産 10百万円 10百万円  

 １ 株 当 た り 純 資 産 50,944円 66,540円  

 売 上 高 48百万円 66百万円  

 営 業 利 益 0百万円 0百万円  

 経 常 利 益 0百万円 0百万円  

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 15,596円 944円  

 １ 株 当 た り 配 当 金 0円 0円  

※税務申告書を基に作成しております。 

 

４．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社グラシアス 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市中央区内本町一丁目２番６号  

（３） 代表者の役職・氏名 松本崇 

（４） 事 業 内 容 GX事業、DX事業、コスト削減事業 

（５） 資 本 金 30,000,000円 

（６） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 なし 

人 的 関 係 なし 

取 引 関 係 なし 
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５．取得株式数、取得価格及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

０株 

（議決権の数：０個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
500株 

(議決権の数： 500個) 

（３） 取 得 価 額 

本件株式の取得価額につきましては、2023 年７月期の純資産の 15%以上

の金額となる予定です。 

本件につきましては、株式会社グラシアスが有する株式会社 JCNT からの

借入金引き継ぎ及び株式会社 JCNT から当社が借入を行い、当該借入金に

よる決済、現金による決済を予定しております。 

（４） 異動後の所有株式数 

500株 

（議決権の数：500個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

 

６．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2024年８月 22日 

（２） 契 約 締 結 日 2024年８月 22日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2024年８月 22日 

 

７．今後の見通し 

本件株式取得が当社の連結業績に与える影響につきまして、上記説明のとおり、株式会社 JCNT からの借入

金が貸借対照表に計上される予定であり、精査中であります。「株式会社 JCNT」の直前事業年度における経営

成績は『売上高：７億 6,000 万円・営業利益 3,300 万円』ですので、中長期的に当社の業績の向上に資する

ものと考えております。今後、公表すべき事項が発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

 

以 上 


